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多賀：皆さんこんにちは、多賀でございます。本日はお忙しいところ、当社のカンファレンスコー

ルにご参加いただきましてありがとうございます。それでは、2024 年度第 1 四半期の決算説明を

始めさせていただきます。 

2024 年度第 1 四半期は、米国は底堅い個人消費により堅調に推移しましたものの、欧州と中国の

景気低迷が継続し、全体としては緩やかな成長にとどまりました。その結果、スライドでお示しし

ておりますように、売上高は前年同期比 72 億円増の 1,922 億円、営業利益は 75 億円増の 288 億

円、当期純利益は 135 億円増の 216 億円となりました。 

為替および原燃料の実績は、資料にお示してあるとおりでございます。 
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このスライドは、各セグメントの売上高および営業利益の実績を前年同期との比較で示していま

す。 

ビニルアセテートは大幅な増益となりましたが、それ以外のセグメントは微増益または微減益とな

りました。 
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このスライドでは、営業利益の増減要因の全社まとめをお示ししております。 

数量は、景気は緩やかな成長にとどまったことにより、5 億円の増益要因となっています。売値・

構成は、原燃料価格の推移に合わせた価格調整の影響で、46 億円の減益要因となりました。一方

で、原燃料・為替は、原燃料価格の下落と為替が円安に振れた影響で、69 億円の増益要因となり

ました。その他は、昨年あった在庫評価差額による利益の押し下げが今年はなくなった一方で、減

価償却費や経費が増加したことにより、合計では 46 億円の増益要因となりました。 
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ここからは、セグメント別に事業の状況を説明いたします。 

最初は、ビニルアセテートセグメントです。当セグメントは、前年対比で増収増益となりました。

各事業の販売の状況は、右上に記載のコメントをご覧ください。 

営業利益は、前年同期比で 70 億円増加いたしました。数量は、水溶性ポバールフィルム、高機能

中間膜、エバールなどの販売数量が減少した影響により、9 億円の減益要因となりました。原燃料

価格の推移に合わせた価格調整や販売構成などで、売値・構成は 27 億円の減益要因となりまし

た。原燃料・為替は 41 億円の増益要因となりました。また、昨年あった在庫評価差額による利益

の押し下げが今年はなくなり、その他は 65 億円の増益要因となりました。以上のことから、セグ

メント全体では増益を確保しました。 
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イソプレンセグメントです。 

当セグメントは、前年対比で増収微減益となりました。各事業の販売の状況は、記載のコメントを

ご覧ください。 

数量は、タイ拠点稼働に伴う拡販などにより販売数量が増え、14 億円の増益要因となりました。

原燃料価格の推移に合わせた価格改定、販売構成の変化により、売値・構成は 13 億円の減益要因

となりました。原燃料・為替は、原燃料価格の下落および円安により 15 億円の増益要因となりま

した。一方で、タイ拠点の減価償却費負担の増加や在庫評価差額の影響などにより、その他は 18

億円の減益要因となりました。 

イソプレンケミカル、エラストマーでは販売数量が増え、ジェネスタも主用途である電気・電子用

途で需要回復の兆しが見えてきています。第 2 四半期以降も、一層の販売拡大を図ってまいりま

す。 
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機能材料セグメントは、前年同期比で増収微減益となりました。 

各事業の販売の状況は、記載のコメントのとおりです。 

原燃料・為替は、10 億円の増益要因になりました。その他は、減価償却費や経費の増加などによ

り、12 億円の減益要因となりました。いずれの事業も販売数量は増えましたが、特にメディカル

が好調に推移しました。また、環境ソリューションの米国活性炭新設備稼働に伴う減価償却費の増

加、およびメディカルで拡販のための経費の増加があり、セグメント全体では微減益となりまし

た。 
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繊維セグメントは、前年同期比で増収減益となりました。 

各事業の販売の状況は、コメントのとおりです。 

数量は、主に欧州での販売が低調で 5 億円の減益要因となりました。原燃料・為替は、原燃料価格

が落ち着いたことおよび為替が円安に進んだことにより、4 億円の増益要因となりました。自動車

用途では回復が見られたものの、欧州などで販売が低調でした。3 事業いずれも減益となり、セグ

メント全体の営業利益は 5 億円の減益となりました。 
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このスライドでは、貸借対照表の資産の部を昨年末と比較しております。 

流動資産は、201 億円の増加となりました。これは主に為替や定期修理前の在庫積み増しの影響

で、棚卸資産が 295 億円増加したことによるものです。また、固定資産は 185 億円の増加となり

ました。これは主に為替が円安になったことによる影響です。 
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このスライドでは、貸借対照表の負債、純資産の部を示しております。 

負債は、借入金の返済などにより 59 億円の減少となりました。純資産は、為替換算調整勘定が

334 億円増えた影響などにより、444 億円の増加となりました。その結果、自己資本比率は 2%増

の 59%となりました。 
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このスライドでは、今回修正しました 2024 年度の業績予想、2 月に公表した期初予想との対比で

お示ししています。 

第 1 四半期の業績および足元の事業動向を踏まえ、上期の業績予想は、売上高は期初予想に比べ

100 億円増の 4,100 億円、営業利益は 20 億円増の 420 億円、当期純利益は 20 億円増の 250 億円

に修正いたします。なお、下期の業績予想につきましては現時点では見直しをしておらず、第 2 四

半期の業績確定時に必要に応じて見直しを行う予定です。 



 
 

 

11 
 

 

このスライドでは、本年度、これまでに決定、実施したポートフォリオ高度化の進捗についてお示

ししています。 

本日はこの中で、環境ソリューションの施策についてご説明します。まず、4 月 30 日に公表しま

したとおり、カルゴン・カーボン社の欧州子会社で手掛けている珪藻土、パーライト事業の譲渡を

決定し、ろ過助剤世界最大手のイメリス社と事業売却に関する基本契約を締結しました。 

この事業は、カルゴン・カーボン社が 2016 年に欧州の活性炭事業を買収した際に一緒に買い取っ

たものです。鉱山から採掘した鉱物資源を原料とする製品であり、活性炭事業とのシナジーも小さ

く、必ずしも当社グループの強みを活かせる事業ではありませんでした。そのため、ベストオーナ

ーの観点から売却を決定したものになります。 

また、本日公表させていただきましたが、米国スプリント社からの活性炭再生事業の買収を決定し

ました。米国の産業用再生炭事業は、今後大きな伸長を見込んでおります。また、カルゴン・カー

ボン社の再生炭の生産拠点は米国の東部に集中しておりましたが、今回買収により手に入れる事業

は、メキシコ湾岸地域に位置しており、米国の中西部地域をカバーする重要な戦略拠点となりま

す。加えて当地において、PFAS 規制の強化で需要拡大が期待される飲料水用再生炭の設備増強も

視野に入れており、今後の活性炭事業成長のための重要な拠点となります。 
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これも本日公表しましたとおり、200 億円、1,500 万株を上限として自己株式の取得を実施しま

す。当社は、株主に対する利益配分を経営の重要課題の一つとして位置づけており、中期経営計画

「PASSION 2026」では、総還元性向 35%以上、かつ 1 株につき年間配当金 40 円以上を基本方針

とし、収益拡大を通じた株主還元の充実を図ることとしています。 

2024 年度は、中間、期末それぞれ 1 株当たり 25 円の配当を予定しており、それに自己株式の取

得を加えますと、総還元性向は 75%となります。当社は一層の資本効率向上に向けて、事業ポー

トフォリオの高度化をはじめ各施策を推進しております。それに加えて、株主還元についても今後

さらなる充実を図ってまいります。 
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14 ページ目以降は、詳細な計数情報となります。参考までにご覧ください。 
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なお、参考情報で一点補足説明をさせていただきます。18 ページ目をご覧ください。 

このスライドでは、四半期ごとの営業利益の推移をお示ししています。2024 年度第 1 四半期と第

2 四半期を比較しますと、288 億円から 132 億円と 156 億円の差がありますが、この内容について

補足させていただきます。 

まず、ビニルアセテートセグメントでは、66 億円の減益となっています。この主な要因は、第 2

四半期に予定している米国エバール工場での定期修理となります。第 2 四半期にまとまった修繕費

が発生することに加え、第 1 四半期には定修前の在庫の積み上げがあったことから、大きな段差と

なっています。 

次に、イソプレンセグメントですが、ここも 55 億円の減益となっています。こちらも主な要因は

定期修理です。例年実施しております鹿島事業所の定修に加え、今年はタイ工場の定修も第 2 四半

期に実施しております。 

一番下の調整額につきましても、54 億円の減益要因となっています。主な要因は、グループ内取

引に関わる未実現利益の消去額の変動によるもので、今年度は第 1 四半期の消去額が小さく、第 2

四半期に大きくなることによるものですが、上期トータルで見ますと前年と大きな差はありませ

ん。 

以上で説明を終わります。ありがとうございました。 


